岩手県アレルギー疾患医療に関する基礎調査実施要領
１　調査の目的
平成27年度に施行された「アレルギー疾患対策基本法」に基づき、岩手県では、平成30年度に「アレルギー疾患医療連絡協議会」を設置し、本県におけるアレルギー疾患医療の現状把握に基づく医療機関における連携強化の重要性等について検討を行っている。
このため、本調査により、本県におけるアレルギー疾患医療提供体制の現状を把握し、アレルギー疾患医療提供体制の更なる整備及び医療機関間のネットワークづくり（アレルギー疾患相談者に対する情報提供を含む）に資することを目的とする。
２　実施主体
岩手県
３　調査対象
岩手県内における全医療機関780施設

（一般診療所689施設及び病院91施設、R1.8.1時点.東北厚生局公表保健医療機関）
４　調査の時期
令和元年度内
５　調査項目

アレルギー疾患医療連絡協議会で検討した別添「岩手県アレルギー疾患医療に関する基礎調査票」により調査を行う。主な項目は以下のとおり。

〇　日本アレルギー学会が作成したガイドラインの把握・活用状況
〇　アレルギー疾患診療実施状況
〇　アレルギー専門医等勤務状況
〇　アレルギー診断・治療の状況等
６　調査方法

〇　岩手県保健福祉部健康国保課では、「岩手県アレルギー疾患医療に関する基礎調査票」
を各医療機関に送付する。

〇　各医療機関では、調査票に必要事項を記入し、FAXで健康国保課あて提出する。

※電子媒体を希望する医療機関は、下記メールアドレスで様式を請求又は下記ＨＰからダウンロードすること
＜提出先＞

岩手県保健福祉部健康国保課 〒020-8570　盛岡市内丸10-1　FAX019-629-5474
電子媒体希望の際のE-mailアドレス　AD0003@pref.iwate.jp
（https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/iryou/kenkou/kenkozukuri/1003009.html）
７　調査票の提出期限
　　令和元年11月20日（水）
８　結果の集計及び公表
(1)　健康国保課では、回収したアンケート調査のデータ入力、集計、解析及び作表等を行い、結果をとりまとめる。

(2)　結果は、岩手県アレルギー疾患医療連絡協議会に報告・協議し、承認後、個別医療機関名等の個別情報を削除したうえで、健康国保課が公表を行う。

　　 なお、個別医療機関名等を含む情報については、必要に応じて医療機関間のネットワークづくりのために活用するものとする。
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